
協議第３３号

福祉関係事業（協定項目２２－１０）について

福祉関係事業について、別紙のとおり提出する。

平成１７年３月８日提出

東村・吾妻町合併協議会
会長 一場 貞



東村・吾妻町合併協議会の調整表

協議事項 ２２－１０ 福祉関係事業 整理番号 事務事業名

福祉関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。

調整方針案 １．身体障害者住宅改造費助成事業については、合併時に再編する。

２．身体障害者訪問入浴サービス事業については、吾妻町の例により合併時に統合する。

３．在宅介護支援センター運営事業については、現行のとおり存続する。

４．特別養護老人ホーム運営事業については、現行のとおり存続する。

５．虚弱高齢者ショートステイ事業については、合併時に再編する。

６．緊急通報システム事業については、東村の例により合併時に統合する。

７．老人クラブ・老人クラブ連合会補助については、合併後に統合する。

８．敬老事業については、合併後に再編する。

９．長寿祝金については、合併時に再編する。

10．金婚表彰については、合併時に廃止する。

11．出産奨励手当支給事業については、吾妻町の例により合併時に統合する。

12．入学祝金に関することについては、東村の例により合併時に統合する。

13．災害見舞金支給については、吾妻町の例により合併時に統合する。

現 況
項 目 調整内容

東 村 吾 妻 町

１．身体障害者 該当なし ・助成対象者 【調整の区分】

住宅改造費助成 身体障害者手帳１、２級の下肢障害者、体 合併時に新町において再編

事業 幹機能障害者、又は１級の視覚障害者で、前 【具体的な調整方針案】

年分所得税１２万円以下の世帯に属する者。 県の重度身体障害者(児）住宅改造費

・助成対象となる改修 補助要綱に準じる。

、 、 、 、既存の住宅に係る浴室 便所 居室 玄関

台所、洗面所、廊下等

・助成額 ７５万円を限度。



続 紙

現 況

項 目 調整内容

東 村 吾 妻 町

２．身体障害者 該当なし 移送の問題や障害状況等の理由で在宅で入 【調整の区分】

訪問入浴サービ 浴が困難な人に入浴サービスを提供。 吾妻町の例により合併時に統合

ス事業 ・対象者 在宅の重度身体障害者 【具体的な調整方針案】

・サービス内容 吾妻町の例により合併時に統合

① 入浴・洗髪に関すること

② 健康相談・生活指導に関すること

・費用 一部利用料が必要

３．在宅介護支 該当なし 在宅のねたきり老人等の介護者に対し、在 【調整の区分】

援センター運営 宅介護支援に関する総合的な相談に応じ、在 現行のとおり存続する。

事業 宅の寝たきり老人等及びその介護者の介護等 【具体的な調整方針案】

に関するニーズに対応した各種の保健、福祉 現事業を引き継ぎ、特別会計において

サービスが、総合的に受けられるように関係 予算管理を行う。

行政機関、サービス実施機関等との連絡調整 【調整方針の理由】

等の便宜を供与し、もって、地域の要介護老 在宅介護の相談、介護認定調査、ケア

人及びその家族の福祉の向上を図ることを目 プラン作成を継続的に行う。

的とする。

【使用料、手数料、補助金等】

・居宅介護支援費・・・8,500円（１人１ヶ月）

・要介護認定調査料・・・在宅3,800円（吾妻郡

内）

４．特別養護老 該当なし 介護保険法、老人福祉法及び関係法令に基づ 【調整の区分】

人ホーム運営事 き、可能な限り、利用者の居宅における生活 現行のとおり存続する。

業 への復帰を念頭に置いて利用者がその有する 【具体的な調整方針案】

能力に応じ自立した日常生活を営むことがで 現行事業を引き継ぎ、特別会計におい

きるよう必要な居室及び共用施設等を使用さ て予算管理を行う。

せるとともに介護サービスの提供をする。

長期利用者５０名、短期利用者６名



続 紙

現 況

項 目 調整内容

東 村 吾 妻 町

【調整方針の理由】【使用料、手数料、補助金等】

利用者への継続的な介護サービスの提介護福祉施設サービス費

供をする。（１日１人、介護職３対１基準）

・要介護１・・・６，７７０円

・要介護２・・・７，４８０円

・要介護３・・・８，１８０円

・要介護４・・・８，８９０円

・要介護５・・・９，５９０円

（個人負担１０％、介護保険９０％）

旧措置入所者介護福祉施設サービス費

（１日１人、介護職３対１基準）

・要支援、要介護１・・・６，７７０円

・要介護２、３・・・・・７，８７０円

・要介護４，５・・・・・９，２４０円

（介護保険法施行前に入所した者の個人負担

は所得に応じ０～１０％）

食事費用（長期入所者、１日１人）

・基本額１，９２０円（所得により個人負担

０～７８０円、基本額から個人負担を除いた

額を介護保険）

併設型短期入所生活介護費

（１日１人、介護職３対１基準）

・要支援・・・・７，９７０円

・要介護１・・・８，４１０円

・要介護２・・・９，１２０円

・要介護３・・・９，８２０円

・要介護４・・１０，５３０円

・要介護５・・１１，２３０円

（個人負担１０％、介護保険９０％）



続 紙

現 況

項 目 調整内容

東 村 吾 妻 町

食事費用（短期入所者、１日１人）

・７８０円（全額自己負担）

要介護認定調査費用

・施設２，０００円（吾妻郡内）

５．虚弱高齢者 該当なし 対象者：おおむね６５歳以上の者で、法第 【調整の区分】

ショートステイ ７条における要介護者でない者又は、特別な 合併時に再編

事業 理由により居宅において自立生活ができない 【具体的な調整方針案】

者又はその者のいる世帯の者 県補助要綱に基づき策定

施設：養護老人ホーム

利用期間：原則として１ヶ月に７日以内

利用料：一日1,740円

６．緊急通報シ 概ね６５才以上の独居高齢者及び村長が特 概ね６５才以上の独居高齢者及び町長が特 【調整の区分】

ステム事業 に必要と認めた者に対して、緊急通報システ に必要と認めた者に対して、緊急通報システ 合併時に統合

ム(ペンダント型無線機・受信機・通報用電 ム(ペンダント型無線機・受信機・通報用電 【具体的な調整方針案】

話)を貸与する。 設置時には、協力員２名を 話)を貸与する。設置時には、協力員２名を登 東村の例により統合

登録し、センターが緊急通報受信時に協力員 録し、センターが緊急通報受信時に協力員２

２名に折り返し状況確認の連絡する。 名に折り返し状況確認の連絡する。

利用料：無料 利用料：無料

委託先 アスク進共 委託先 安全センター

７．老人クラブ 老人クラブ 単位老人クラブ 【調整の区分】老人クラブ

・老人クラブ連 会員100人以下 ２９人以下・・・・21,240円 合併後に統合

合会補助 5000円×老人クラブの活動月数 ３０～４９人・・・27,120円 【具体的な調整方針案】

、 、会員100人以上 ５０～７０人・・・33,000円 合併後 県の補助基準に準じて調整し

5500円×老人クラブの活動月数 ７１～１００人・・38,880円 新年度から実施。

１０１人以上・・・44,640円



続 紙

現 況

項 目 調整内容

東 村 吾 妻 町

老人クラブ連合会 老人クラブ連合会 【調整方針の理由】

194，000円+会員一人当り72円を会員に乗じ 一般事業 157,100円及び58円に町老人クラ 吾妻町は県の補助基準額を交付。合併

た額。 ブ連合会加入クラブの会員数を乗じた額。 後、速やかな調整が必要と考える。

健康づくり事業 町長が必要と認めた額。 【調整の区分】老人クラブ連合会

合併後統合

【具体的な調整方針案】

、 、合併後 県の補助基準に準じて調整し

新年度から実施。

【調整方針の理由】

老人クラブ補助と同様

８．敬老事業 対象者：７０才以上の高齢者 ９月１日現在 対象者：満７０才以上の高齢者 【調整の区分】（ ）

村主催で温泉センター桔梗館で実施 開催方法：それぞれの地区で開催する。 合併後に再編

補助金：１人当り１，０００円 【具体的な調整方針案】

吾妻町の例により合併後に再編する

９．長寿祝金 ９月の敬老月に８０歳以上の老人を慶祝訪問 （敬老祝金） 【調整の区分】

８０～８４歳 ５，０００円と記念品 ７５歳以上８５歳未満 ５，０００円 合併時に再編

８５歳以上 ８，０００円と記念品 ８５歳以上９０歳未満 ８，０００円 【具体的な調整方針案】

９０歳以上 １０，０００円 ８０歳到達者 5,000円

喜寿・米寿：記念品の贈呈 ＊年齢基準日は敬老の日 ８５歳到達者 8,000円

誕生日に慶祝訪問 （慶祝訪問） ９０歳到達者 10,000円

百歳：祝金の贈呈（２０万円） １００歳以上 １００，０００円 ９５歳到達者 20,000円

１００歳以上のかたは町長訪問。 １００歳到達者 200,000円

【調整方針の理由】

平均寿命が延びたので支給開始年齢を

75歳から80歳へ引き上げ、節目の支給と

したい。



続 紙

現 況

項 目 調整内容

東 村 吾 妻 町

10．金婚表彰 対象者：結婚５０周年の夫婦 該当なし 【調整の区分】

手順：広報等にて該当者を募集し、記念品 合併時に廃止

及び慶祝状を、村総合表彰式にて伝達。 【具体的な調整方針案】

事業効果が薄い 類似の事業を郡社協

で実施（９０歳夫婦慶祝）

11．出産奨励手 該当なし ３人目以降、祝金として10万円支給 【調整の区分】

当支給事業 受給資格 出産前引き続き６ヶ月以上住民 合併時に統合

登録を有する者 【具体的な調整方針案】

吾妻町の例により統合

12．入学祝金に 小学校への入学者の保護者に対し、入学祝 該当なし 【調整の区分】

関すること 金を支給することにより、保護者の経済的負 合併時に統合

担を軽減するとともに、子育て支援を図るこ 【具体的な調整方針案】

とを目的。 東村の例により合併時に統合

受給資格は、本村に登録又は外国人登録さ 【調整方針の理由】

れている者が小学校に入学したときに生じる 父母の費用負担軽減、少子化対策の一。

祝金の額は、小学校への入学者１人につき 環子育て支援

30,000円。

13．災害見舞金 該当なし 町内において発生した災害により被害を受 【調整の区分】

支給 けた町民に対し、町と日赤吾妻町分区が災害 合併時に統合

見舞金を支払う。 【具体的な調整方針案】

・住家が全壊し 又は全焼したとき １世帯 吾妻町の例により統合、 （ ）

３万円＋日赤吾妻町分区1万円

、 （ ）・住家が半壊し 又は半焼したとき １世帯

1.5万円＋日赤吾妻町分区５千円

（ ）・住家が床上浸水したとき １世帯

１万円＋日赤吾妻町分区５千円


